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日本自動車車体整備協同組合連合会  
　　

　　　　　　　　　　
　　　調査研究委員会　委員長　泰楽　秀一

　～調査研究委員会　令和５年度予算申請書～



Copyright ©2023 sugito Inc. All Rights Reserved. confidential

はじめに

料金問題を日車協連の中心事業へ。

　2020年の新型コロナの蔓延より日本経済は混沌とし、2021年には経済活
動を回復させるためにコストが上昇し、2022年にはウクライナや円安の影
響があり、あらゆる物価の高騰より原価や仕入れは2023年も更に上昇する
と思われます。また賃上げ要請もあり、我が業界は上昇したコストを価格に
転嫁する必要性が待ったなしの状況です。
令和５年度を料金問題を大きく進める勝負の年とする為に、また今まで業界
の停滞していた価格転嫁による適正な利益が得られる環境を整えるために大
幅な予算を取り、日車の中心事業として次年度の予算申請を致します。

１



Copyright ©2023 sugito Inc. All Rights Reserved. confidential

現状と今後の車体整備業界の動向2021

そのための課題 実現のために…

目指す姿
環境に適応し、持続可能な事業運営と評価

・自動車の高度化（HV車・EV車・FCV車・ASV車・自動運転車LV3、LV4・ドローン等）
・自動車の新素材（超高張力鋼板・アルミ・カーボン・異種素材層車体構造）
・異種素材の修理技法（溶接・接着・リベット等）
・塗料の高度化（新車塗膜の水性化・塗膜の多層化、複雑化）

・コンプライアンスの徹底
・一定の品質を担保する為の設備　
・高度な技術に対応する為の知識や教育
・健全な事業を継続する為の人材雇用
・業種、業態唯一の認定(資格)制度
・高付加価値に対する評価と対価

・業界(組合)内の徹底した啓蒙活動
・自主認定並びに特定整備認証
・外国人を含めた雇用の仕組み
・新素材に対する資格制度
・料金に対する具体的な活動
・白書発行と業種認定の実現

車体整備業界の今後の展望と課題

２
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現状と今後の車体整備業界の動向2023

そのための課題 実現のために…

目指す姿
環境に適応し、持続可能な事業運営と評価

・自動車の高度化・自動車の新素材・異種素材の修理技法（EVに対する環境の準備）
・塗料の高騰及び高度化（77GHzレーダー搭載車両の修理等）
・車体整備士を含むメカニックの処遇改善・環境整備・車体整備の魅力度向上
・物価高騰によるコスト上昇への対策（原価把握・価格転嫁・工数の見直し）

・コンプライアンスの徹底
・一定の品質を担保する為の設備　
・高度な技術に対応する為の知識や教育
・健全な事業を継続する為の人材雇用
・業種、業態唯一の認定(資格)制度
・高付加価値に対する評価と対価

・業界(組合)内の徹底した啓蒙活動
・自主認定並びに特定整備認証
・外国人を含めた雇用の仕組み（特定技能）
・新素材に対する資格制度
・料金に対する具体的な活動
・適正価格とコンプライアンスの両立

車体整備業界の今後の展望と課題

３
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車体整備業界における事業化のイメージ

流れ

コンプライアンス
環境問題
産業廃棄物
SDG’s 特定整備認証

記録簿
OBD車検
エーミング

新素材対応
塗料の水性化
77GHz
EV

材料代原価
エネルギーコスト
価格転嫁

料金問題
レバーレート
工数作成

雇用の仕組み化
外国人技能実習
特定技能
処遇改善

業界に求められる６要素
ーは調査研究委員会にて事業化

４
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調査研究委員会の事業内容

事業名 各事業の役割

1 レバーレートチーム

①「レバーレート診断レポート」の浸透及び啓蒙　　　　　　　　
②連協・単組向けレバーレート算出のサポート事業（個別も検討）　　　　　　　
③団体交渉に向けたスキーム構築
（法関係対策及びビジョンPJTと連携）　　　　　　　　　　　　　

2 廃棄物チーム
①SDG’sの認定取得
②廃棄物費用負担への告知活動（ポスター作成等）
（法関係対策及びビジョンPJTと連携）　　　

3 材料代チーム
①鈑金材料代及び塗料・副資材の実態検証及びデータ配信
②塗料メーカー及び塗料販売店との定期的な協議
（廃棄物チーム及びビジョンPJTと連携

4 法関係対策委員会 ①関係各省庁、損保協会及び損保各社との団体交渉（弁護士と連携）
②コンプライアンスチェックシートの活用した事業（SDG’s） 

5 ビジョンプロジェクト SDG’sの認定及び目標の実現に向けた活動（別紙）

５※赤字が来期調査研究委員会にて予算を申請させていただく事業です。
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調査研究委員会の事業内容

７

金融庁アンケート

レバーレートチーム

団体交渉スキーム構築

料金問題
レバーレート
工数作成

【選択肢】 【回答入力欄】

１　はい

２　いいえ
2

１　300円以上の増加

２　250円以上～300円未満の増加

３　200円以上～250円未満の増加

４　150円以上～200円未満の増加

５　100円以上～150円未満の増加

６　50円以上～100円未満の増加

７　1円以上～50円未満の増加

８　変更なし

９　引き下げ

１　3.0％以上の増加

２　2.5％以上～3.0％未満の増加

３　2.0％以上～2.5％未満の増加

４　1.5％以上～2.0％未満の増加

５　1.0％以上～1.5％未満の増加

６　0.5％以上～1.0％未満の増加

７　0.0％超～0.5％未満の増加

１　はい

２　いいえ

右の【回答入力欄】にご記入願います 「自由記入」

右の【回答入力欄】にご記入願います 「自由記入」

１　修理案件があった時に協定するため

２　協定（工賃単価）に納得できないため

３　協定（工賃単価）が未提示のため

４　その他

4

右の【回答入力欄】にご記入願います修理事案があった際に個別にて協定していますが、工賃単価ではなく修理費総額で協定となっているために単価の合意は無いのが現状です。また根拠のない値引きが常態化しており、危惧しています。

１　損保会社が提示した工賃単価を使用

２　独自で計算した工賃単価を使用

３　その他

3

右の【回答入力欄】にご記入願います日車協連ホームページ内のレバーレート診断レポートを使用しています。

１　90％以上

２　80％以上～90％未満

３　70％以上～80％未満

４　60％以上～70％未満

５　50％以上～60％未満

６　50％未満

3

１　あり

２　なし
1

１　保険を利用した修理

２　保険を利用しない修理
2

右の【回答入力欄】にご記入願います修理作業の内容が同一であれば根拠のない値引きがないだけ保険を使用しない場合が高くなります。

１　あり

２　なし
1

右の【回答入力欄】にご記入願います修理費が適正に支払われないことが理由で裁判の経験があります。工賃単価、詳細な項目としての修理の必要性、レンタカーの日数が争点でした。

右の【回答入力欄】にご記入願います 「自由記入」

右の【回答入力欄】にご記入願います今回は工賃単価のみに絞って記載させていただきますが、本来工賃単価は各事業者ごとに決算書にもとづき原価計算をして人件費の上昇や適正な利益を含んで計算されるべきものです。しかし長年原価を無視し、地域相場という一方的な価格の押し付けが横行したために、原価割れを起こし、適正な人件費も賄えず、人材不足が蔓延し、コンプライアンスにも影響が出ています。今後は物価高騰や賃上げの原資を含む適正な利益が得られる状況でないと結果カーユーザーが整備難民になることは容易に推測され、結果損保業界にも悪影響が出るものと思われます。

資本金                  6,000,000円

従業員数 　　　　　　　　　　　　23名

所在地 埼玉県

自動車修理に関する調査

記入日 2023年6月26日 月曜日

貴社名 株式会社　杉戸自動車

Q３．貴社の総売上高のうち自動車保険を利用した修理業務（金額）が占める割

合について、ご回答ください。

【質問事項】

Q1．2023年4月以降の工賃単価について、損害保険会社と協定されています

か。

１　はい　と回答した場合、昨年度からの変更はありましたか。

また、引き上げがあった場合、引き上げ額をご回答ください。

引き上げがあった場合、引き上げ額は昨年度から「何％」の引き上げ

になりますか。

２　いいえ　と回答した場合、協定されていない理由をご回答ください。

４　その他　と回答した場合、どのようなタイミングで協定することになり

ますか。

Q２．修理作業を行う際、どのような工賃単価を使用していますか。

３　その他　と回答した場合、具体的な内容を記入してください。

改定された工賃単価は、納得できる水準ですか。

２　いいえ　と回答した場合、その理由をご回答ください。

９　引き下げ　と回答した場合、「引き下げ額」と「引き下げの理由」をご

回答ください。

Q６．損害保険会社との間における自動車修理業務に関するご意見等あれば、

ご記入ください。

Q４．同じ修理作業を行った場合、自動車保険を利用した修理と自動車保険を

利用しない修理で、修理料金に差はありますか。

１　あり　と回答した場合、自動車保険を利用した修理料金と自動車保険を

利用しない修理料金のどちらが高いですか。

高くなる理由をご回答ください。

Q５．損害保険会社との工賃単価の価格交渉に関し、事後に損害保険会社や

損害保険協会等の窓口に苦情を申し出たことはありますか。

１　あり　と回答した場合、苦情の内容とその理由を具体的にご回答くださ

い。

２　なし　と回答した場合、苦情を申し出なかった理由をご回答ください。

【注意事項等】

・ ご回答いただいた内容は、回答者を特定できないようにしたうえで、業務上の参考とさせていただきます。

また、「自由記入」欄の内容について、損害保険会社へ伝達することはありません。

・ 複数の損害保険会社とお取引がある場合、主な取引先との関係についてご回答ください。

・ 青色セル部分に回答を入力してください。

・ 回答は、プルダウンリストから選択いただく設問のほか、ご意見等を自由にご記入いただく設問があります。

「自由記入」の回答欄が不足する場合は適宜、セルの拡大、右隣りのセルを使用する等を行ってください。

・ 列・行の追加、削除を行わないでください。

個別交渉のレート計算



公正取引委員会へ訪問

損保協会へ通知

警告は損保協会に対してのみ 
中小企業等協同組合法 
団体交渉はカルテル適応外 
協同組合でも連合会でも可能 
組合率100％と取引関係の証明



中央会へ弁護士派遣要請

組合率100％ 
資本金5,000万以上 
常時雇用従業員100人以上 
どちらも超えている組合員は 
公正取引委員会へ届出必要



中央会へ弁護士派遣要請

取引関係の証明 
債権債務の関係があるか？ 
民法５３７条 
第三者のためにする契約



中央会弁護士との協議

A B

C

第三者のため 
にする契約

借金 請求



中央会弁護士との協議

A B

C

第三者のため 
にする契約

借金 請求

ポイントは2点 
①Bがお金を渡す相手が、Aでは 
　無く第三者(C子)であるこを、 
　AとBが約束する。 
②第三者(C子)は、AとBの約束事 
　による利益を受け取ることを、 
　しっかりと意思として表す。



A B

C

第三者のため 
にする契約

借金 請求

お金は私に 
ちょうだい

約束

債務者

債権者

中央会弁護士との協議



中央会へ弁護士派遣要請

A B

C
修理請負契約

保険契約 
損害賠償



中央会へ弁護士派遣要請

A B

C

第三者のため 
にする契約

修理費 直接請求権

保険契約 
損害賠償



中央会弁護士との協議

国土交通大臣



個別交渉も同時進行

「パートナーシップ構築宣言」 

 

東京海上日動火災保険株式会社（以下当社）は、サプライチェーンの取引先の皆様や価値創

造を図る事業者の皆様との連携・共存共栄を進めることで、新たなパートナーシップを構築するた

め、以下の項目に重点的に取り組むことを宣言します。 

 

１． サプライチェーン全体の共存共栄と規模・系列等を越えた新たな連携 

直接の取引先を通じてその先の取引先に働きかける（「Tier N」から「Tier N+1」へ）ことにより、

サプライチェーン全体での付加価値向上に取り組むとともに、既存の取引関係や企業規模等を

超えた連携により、取引先との共存共栄の構築を目指します。その際、災害時等の事業継続や 

働き方改革の観点から、取引先のテレワーク導入や BCP（事業継続計画）策定の助言等の支援

も進めます。 

 ａ．地方創生の取り組みへの貢献 

 ・保険代理店と一体となって地域に根差してお客様をお守りする取り組みを行います。 

 ・保険代理店と共に東京海上グループソリューションを徹底的に活用しながら各地方の

「地方創生」の取り組みに貢献することで、地方と共に成長していくことを目指します。 

ｂ．健康経営支援 

健康経営の実践や周知啓発とともに、地域企業の健康経営の推進に向けて以下項目の実施を 

推奨のうえ支援を行います。    

   ・健康経営施策の具体的な実践 

・健康経営優良法人認定等の取得 

・従業員の過重労働の防止対策の実践、メンタルヘルス対策の実践、労働安全衛生関連の 

認証取得推奨、等 

ｃ．BCP（事業継続計画）策定支援 

地域企業等に対し、BCP 策定の重要性をお伝えするとともに、実際に BCP 策定支援を

行います。 

 

２． 「振興基準」の遵守 

親事業者と下請事業者との望ましい取引慣行（下請中小企業振興法に基づく「振興基準」）を

遵守し、取引先とのパートナーシップ構築の妨げとなる取引慣行や商慣行の是正に積極的に取

り組みます。 

①価格決定方法 

不合理な原価低減要請を行いません。取引対価の決定に当たっては、下請事業者から協議

の申入れがあった場合には協議に応じ、労務費上昇分の影響を考慮するなど下請事業者の適

正な利益を含むよう、十分に協議します。取引対価の決定を含め契約に当たっては、親事業者

は契約条件の書面等による明示・交付を行います。 

②手形などの支払条件 

下請代金は可能な限り現金で支払います。手形で支払う場合には、割引料等を下請事業者

の負担とせず、また、将来的には支払サイトを 60日以内とするよう努めます。  

③知的財産・ノウハウ 

損保各社はパートナーシップ 
構築宣言を発出している 
団体交渉が進むまでは個別交
渉し、妨げることではない
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調査研究委員会の事業内容

７

ポスター（案）

コンプライアンス
環境問題
産業廃棄物
SDG’s

廃棄物チーム
SDG’s（案）

日 本 自 動 車 車 体 整 備 協 同 組 合 連 合 会

I N F O R M A T I O N

取り外し部品の
処理に費用負担の

ご理解を
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調査研究委員会の事業内容

８

材料代チーム
材料代原価

エネルギーコスト
価格転嫁

実態調査

継続した協議

実態検証

2018年11⽉4⽇

鈑⾦仕⼊れ ÷ 鈑⾦技術料 ＋ 利益率 = 材料代⽐率

1,093,352 ÷ 37,930,227 ＋ 20% = 3.46%

塗装仕⼊れ ÷ 塗装技術料 ＋ 利益率 = 材料代⽐率

7,361,198 ÷ 30,794,307 ＋ 20% = 28.69%

※タイセイ・スピーディは鈑⾦塗装の仕⼊が混在している為、年間仕⼊⾼に対して平均⽐率で計算

（タイセイ︓鈑⾦３８％ 塗装６２％ スピーディ︓鈑⾦２％ 塗装９８％）

科⽬ 決算額 仕⼊れ先 決算額 仕⼊れ先 決算額

1 鈑⾦技術料 37,930,227 1 タイセイ 919,387 1 タイセイ 1,500,053

2 塗装技術料 30,794,307 2 スピーディ 119,615 2 スピーディ 5,861,145

3 3 フジオックス 54,350 3

4 4 4

5 5 5

68,724,534 1,093,352 7,361,198

埼玉県自動車車体整備協同組合

合計 合計 合計

材料代診断レポート

⼯賃売上 鈑⾦材料仕⼊れ 塗装材料仕⼊れ

鈑⾦材料代⽐率

3.46%

塗装材料代⽐率

28.69%

SDG’s専門委員会
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5年
6月

5年
7月

5年
10月

6年
1月

6年　
4月

6年
7月

6年
10月

7年
1月

全国理事長会議

委員会開催

レバーレート啓蒙及びサポート

団体交渉のスキーム構築

SDG’s認定取得

ポスター告知活動

塗料メーカー・販売店との協議

材料代の実態検証

各省庁や団体との協議

※委員会の開催は上記のスケジュールですが、必要な場合はネット会議にて開催
※主には関東連絡協議会と連携し、事業の推進を図る。（関連協委員会は年６回開催）　　　　　　
※他委員会との連携や理事会に承認が必要な場合は随時相談のもと承認を得る。

委員会事業の成果創出に向けてのスケジュール

１０

事業の全国への
周知や浸透の活動
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調査研究委員会の予算申請

事業名 各事業の内容 他委員会　　
との連携 予算

レバーレートチーム ①レバーレート啓蒙及びサポート
②団体交渉スキーム構築

法関係対策
ビジョンPJT １２０万

廃棄物チーム ①SDG’s認定取得
②廃棄物費用負担への告知ポスター

法関係対策
ビジョンPJT

６００万
（補助金含む）

材料代チーム ①塗料メーカー・販売店との協議
②材料代の実態検証

廃棄物チーム
ビジョンPJT ２０万

他委員会への要請 団体交渉やSDG’sに向けて費用捻出の
ため、他委員会へ転用を要請

他全委員会 不明

１１


